
主要な政策に係る評価書（平成30年度実施政策）
（総務省31－⑩）

政策
（※１）

名 政策10：情報通信技術高度利活用の推進 分野 情報通信（ICT政策）

政策の概要
ICTによる生産性向上・国際競争力の強化、ICTによる地域の活性化、誰もが安心してICTを利用できる環境の整備、先進的社会システムの構築を図り、ICTの高度利活用を推進することで、世界最高水準の情報通信技術利活用社会を実現
する。

基本目標
【達成すべき目標】

［最終アウトカム］：全ての国民一人ひとりが「真の豊かさ」を実感できる世界最高水準の情報通信技術利活用社会を実現すること。
［中間アウトカム］：我が国の経済再生や様々な社会課題（超高齢社会、地域経済の活性化、社会保障費の増大、大規模災害対策等）を解決するためには、あらゆる領域に活用される万能ツールであるICTの高度利活用の推進が不可欠で
ある。このような現状を踏まえ、これまで整備してきたICT利活用のための基盤も活用しながら、ICTによる新たな産業・市場を創出すること、社会課題の解決を推進すること及びICT利活用のための環境整備を実施する。

政策の予算額・
執行額等
（百万円）

区　　分 28年度 29年度 30年度 31年度

予算の状況
（注）

当初予算（a） 6,208 4,971 6,167 5,490

補正予算（b） 7,536 2,519 3,989

繰越し等（c） △ 5,491 4,992 △ 1,357

合計（a＋b＋c） 8,253 12,482 8,799

執行額 7,432 11,378 8,201

（注）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

世界最先端IT国家創造宣言
官民データ活用推進基本計画

平成29年５月30日
(30年６月15日改訂)
(令和元年６月14日改訂)

第１部　基本的考え方
第２部　Ⅱ　施策集
別表

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（抜粋）

成長戦略 令和元年６月21日
成長戦略実行計画
成長戦略フォローアップ
令和元年度革新的事業活動に関する実行計画

政策に関係する内
閣の重要政策（施政
方針演説等のうち主
なもの）



ICTによる
生産性向
上・国際
競争力の
強化、ICT
による地
域の活性
化、誰も
が安心し
てICTを
利用でき
る環境の
整備、先
進的社会
システム
の構築を
図ること

IoTサービ
スの創
出・展開
に当たっ
て克服す
べき課題
の解決に
資する参
照モデル
の構築及
び必要な
ルールの
明確化等
を通じた
データ利
活用の促
進

ICTによる
新たな産
業・市場
を創出す
ること

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資するデー
タ利活用の促進等に必要なルール
（法律、条例、ガイドライン、規格等）
の明確化等の件数：20
                【令和２年度】

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資するデー
タ利活用の促進等に必要なルール
（法律、条例、ガイドライン、規格等）
の明確化等の件数：５

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資するデー
タ利活用の促進等に必要なルール
（法律、条例、ガイドライン、規格等）
の明確化等の件数：10

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資するデー
タ利活用の促進等に必要なルール
（法律、条例、ガイドライン、規格等）
の明確化等の件数：５

イ

全産業中最大規模を維持 全産業中最大規模を維持

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資するデー
タ利活用の促進等に必要なルール
（法律、条例、ガイドライン、規格等）
の明確化等の件数：９件

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資するデー
タ利活用の促進等に必要なルール
（法律、条例、ガイドライン、規格等）
の明確化等の件数：39件

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資するデー
タ利活用の促進等に必要なルール
（法律、条例、ガイドライン、規格等）
の明確化等の件数：30件

全産業中最大規模を維持
【平成30年度】

イ

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資する参照
モデルの構築数：30
　　　　　　　【平成30年度】

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資する参照
モデルの構築数：５

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資する参照
モデルの構築数：20

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資する参照
モデルの構築数：５

全産業中最大規模を維持

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資する参照
モデルの構築数：26

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資する参照
モデルの構築数：14

国内生産額に占めるICT産業
の割合
　    ＜アウトカム指標＞

全産業中最大規模
（平成27年版情報通信白書）

【27年度】

施策目標 　　　　　　　　　測定指標
（数字に○を付した測定指標は、主
要な測定指標）

基準（値）
【年度】

年度ごとの目標（値）

目標（値）
【年度】

達成
（※３）年度ごとの実績（値）又は施策の進捗状況（実績）（※２）

施策手段 30年度28年度 29年度

イ

全産業中最大規模
（平成30年度情報通信白書）

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資するデー
タ利活用の促進等に必要なルール
（法律、条例、ガイドライン、規格等）
の明確化等の件数：０
　　　　　　　【平成27年度】

IoTサービスの創出・展開に当
たって克服すべき課題の解決
に資するデータ利活用の促進
等に必要なルール（法律、条
例、ガイドライン、規格等）の
明確化等の件数

　    ＜アウトカム指標＞

3

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資する参照
モデルの構築数：０
　　　　　　　【平成27年度】

IoTサービスの創出・展開に当
たって克服すべき課題の解決
に資する参照モデルの構築数
　    ＜アウトプット指標＞

※IoT : Internet of Things（モノ
のインターネット）の略である。
自動車、家電、ロボット、施設
などあらゆるモノがインター
ネットにつながり、情報のやり
取りをすることで、モノのデー
タ化やそれに基づく自動化等
が進展し、新たな付加価値を
生み出すというコンセプトを表
した語である。
【引用元】世界最先端ＩＴ国家
創造宣言・官民データ活用推
進基本計画（平成29年５月30
日閣議決定）

2

全産業中最大規模
（平成28年度情報通信白書）

IoTサービスの創出・展開に当たって
克服すべき課題の解決に資する参照
モデルの構築数：８

1

全産業中最大規模
（平成29年度情報通信白書）



衛星放送
での４Ｋ・
８Ｋ実用
放送の
チャンネ
ル数拡大
に向けた
技術的実
証及び試
験放送の
実施

日本の魅
力を紹介
する放送
コンテン
ツを制
作、発信
等する取
組を支援

ICTによる
新たな産
業・市場
を創出す
ること

国・地方
公共団
体・公益
事業者等
が保有す
るデータ
の利活用
促進

ASEAN諸国を中心とする11か国・地
域における地上波等の効果的なメ
ディアで、日本の魅力を継続的に発
信する事業を実施（36事業）。
放 送 コ ン テ ン ツ 関 連 海 外 売 上 高
（393.5億円）

ASEAN諸国を中心とする９か国・地域
における地上波等の効果的なメディ
アで、日本の魅力を継続的に発信す
る事業を実施（43事業）。
英国の衛星放送局において、日本の
魅力を発信する番組を放送。
放 送 コ ン テ ン ツ 関 連 海 外 売 上 高
（444.5億円）

ASEAN諸国を中心とする17か国・地
域における地上波等の効果的なメ
ディアで、日本の魅力を継続的に発
信する事業を実施（45事業）。

４Ｋ放送の実現メディア数　５＊
※BS、110度CS、124/128度CS、
CATV、IPTV等

８Ｋ放送の実現メディア数　１※
※BS等
　　　　　　　【平成30年度】

・４Ｋ放送の実現メディア数　５
・８Ｋ放送の実現メディア数　１

7
地方公共団体におけるオープ
ンデータ取組率
　    ＜アウトプカム指標＞

地方公共団体のオープンデータ取組
率：16（％）
　　　　　　【平成29年度】

4
４Ｋ・８Ｋ放送の実現（４Ｋ・８Ｋ
放送の実現メディア数）
　    ＜アウトカム指標＞

４Ｋ放送の実現メディア数　３※
※124/128度CS、CATV、IPTV等

８Ｋ放送の実現メディア数　０
　　　　　　【平成27年度】

・４Ｋ放送の実現メディア数　３
・８Ｋ放送の実現メディア数　０

・４Ｋ放送の実現メディア数　３
・８Ｋ放送の実現メディア数　０

・４Ｋ放送の実現メディア数　５
・８Ｋ放送の実現メディア数　１

・４Ｋ放送の実現メディア数　３
・８Ｋ放送の実現メディア数　０

・４Ｋ放送の実現メディア数　３
・８Ｋ放送の実現メディア数　０

5

放送コンテンツの海外展開の
促進（放送コンテンツ関連海
外売上高）
　    ＜アウトカム指標＞

6

国・地方公共団体・公益事業
者等が保有するデータの利活
用を促進するためのモデル・
ガイドラインの確立
　    ＜アウトプット指標＞

データの利用ルール及び技術的事項
に関する検討や、オープンデータ化
のメリットの可視化に取り組むことに
より、情報流通連携基盤等を活用し
た技術仕様について、課題の整理等
を実施。
　　　　　　【平成27年度】

情報流通連携基盤等を活用したオー
プンデータ・ビッグデータの利活用に
係る技術仕様を２件以上確立。

技術仕様に沿ったデータ利活用モデ
ルを２件以上確立。

オープンデータの利活用に係る技術
仕様を１件確立。
ビッグデータの利活用に係る技術仕
様を２件確立。
オープンデータ利活用モデルを１件
確立。

ビッグデータの利活用に係る技術仕
様に沿ったデータ利活用モデルを２
件確立。

イ

情報流通連携基盤等を活用したオー
プンデータ・ビッグデータの利活用に
係る技術仕様を２件以上確立し、当
該技術仕様に沿ったデータ利活用モ
デルを２件以上確立。
　　　　　　　【平成29年度】

イ

－
放送コンテンツ関連海外売上高

（500億円）
【令和２年度】

地方公共団体のオープンデータ取組
率：26（％）

地方公共団体のオープンデータ取組
率：30（％）

地方公共団体のオープンデータ取組
率：100（％）
　　　　　　　【令和２年度】

－

放送コンテンツ関連海外売上高
（288.5 億円）
【平成27年度】

海外の効果的なメディア等において、
日本の魅力を発信する事業を実施。

海外の効果的なメディアでの継続的
な放送を実施。

海外の効果的なメディアでの継続的
な放送を実施。



ICT利活
用により
社会課題
の解決を
推進する
こと

ICTによる
新たな産
業・市場
を創出す
ること

ブロック
チェーン
技術の社
会実装を
推進する

テレワー
クの推進
等によ
り、地方
創生や働
き方改革
を実現す
る

多様なク
ラウド環
境下にお
ける情報
連携推進
事業を実
施

10

自治体の業務システムにおけ
る多様なクラウド活用を可能と
する情報連携に係る技術仕様
の策定
　    ＜アウトプット指標＞

従来の自治体内に設置しているシス
テムとクラウド間や、クラウド間におけ
る自治体業務システムの情報連携等
に係る技術仕様策定のための実証事
業を実施。
　　　　　　【平成27年度】

自治体業務システムとパブリッククラ
ウドとの連携方策の検討・実施。

住民サービスの向上に資する多様な
クラウド活用を可能とする情報連携に
係る技術仕様の策定。
              【平成28年度】

イ
｢多様なクラウド環境下における情報
連携推進事業｣により、自治体業務シ
ステムとパブリッククラウド間のシー
ムレスかつセキュアな情報連携手法
の検討、技術仕様案等の調査・検討
に係る実証システムを構築し、技術
検証を実施。

9

テレワークの普及啓発の実施

（1）テレワーク導入企業の割
合(常用雇用者100人以上の
企業)
（2）全労働者数に占める週１
日以上終日在宅で就業する
雇用型テレワーカー数の割合
　    ＜アウトカム指標＞

・255件のテレワーク導入に関するア
ドバイス等を実施。
・専門家派遣の事例集を作成。
　　　　　　【平成27年度】

　　　　　　　　(1)11.5％
　　　　　　【平成24年度】
　　　　　　　　(2)7.7％
　　　　　　【平成28年度】
※指標に該当するテレワーカー数の
割合は、平成28年度より取得を開
始。

・300以上の企業・団体等にテレワー
ク導入に関するアドバイス等を実施。
・テレワークを広く普及させるため、先
進事例等をHP等で積極的に紹介。

・300以上の企業・団体等にテレワー
ク導入に関するアドバイス等を実施。
・テレワークを広く普及させるため、先
進事例等をHP等で積極的に紹介。

・平成28年度から平成30年度の累積
で1,000以上の企業・団体等にテレ
ワーク導入に関するアドバイス等を実
施。
・テレワークを広く普及させるため、先
進事例等をHP等で積極的に紹介。 (1)平成24年度比で３倍

　　(11.5%×3=34.5%)
(2)平成28年度比で倍増

　　(7.7%×2=15.4%)
【令和２年度】

－

・1,046社の企業・団体等にテレワーク
導入に関するアドバイス等を実施。
・テレワークを広く普及させるため、先
進事例等をHP等で積極的に紹介。

・2,309社の企業・団体等にテレワーク
導入に関するアドバイス等を実施。
・テレワークを広く普及させるため、先
進事例等をHP等で積極的に紹介。

・1,879社（平成28～30年度で累計
5,234社）の企業・団体等にテレワーク
導入に関するアドバイス等を実施。
・テレワークを広く普及させるため、先
進事例等をHP等で積極的に紹介。
・(1)19.1%　(2)10.8%　となり、いずれも
前年度に比して増加しており、普及啓
発施策の効果が現れている。

（１）２件
（２）実証を踏まえ、抽出した課題の整
理を実施。
　　　　　　【平成30年度】

8

ブロックチェーン技術の導入
に向けた取組の実施

（１）実証したユースケース
　    ＜アウトプット指標＞

（２）ブロックチェーン技術の導
入に向けた運用面、ルール面
及び技術面の課題整理
（３）ユースケースにおける、
従来型のデータベース技術を
用いた業務と比較した業務に
要するコスト削減率
　    ＜アウトカム指標＞

・実証したユースケース：２件
・実証を踏まえ、抽出した課題の整理
を実施。

（１）４件（累計）
（３）削減率20％
【令和元年度】

－
・実証したユースケース：３件
・実証結果を踏まえ、抽出した運用
面・ルール面及び技術面の課題整理
を実施。具体的には、ブロックチェー
ンによる実証環境を構築し、①様々な
関係者が参加するメリットをいかにし
て見出すか、②個人情報やセキュリ
ティ面に配慮した上でどういった情報
をブロックチェーンに書き込むべき
か、といった課題の整理を実施。



ICT利活
用により
社会課題
の解決を
推進する
こと

適時適切
な情報通
信政策の
立案・遂
行のため
の調査分
析

医療分野
における
ICT利活
用を推進
すること

12

11

・適時適切な情報通信政策の
立案・遂行に資するためにマ
クロの視点から実施した調査
結果を分析・活用した情報通
信白書及びIoT国際競争力指
標の公表、並びにICT産業の
担い手である企業者と政策立
案者との意見交換等をグロー
バルに実施する国際会議の
開催及びIoTの推進及び社会
実装に向けた課題の把握・整
理・分析
＜アウトプット指標＞

・国民の情報リテラシーの向
上、情報通信政策の普及
＜アウトカム指標＞

・適時適切な情報通信政策の立案・
遂行に資するためにマクロの視点か
ら実施した調査結果を分析・活用した
情報通信白書の公表
・IoT国際競争力指標の公表
・ICT産業の担い手である企業者と政
策立案者との意見交換等をグローバ
ルに実施する国際会議の開催
・IoTの推進及び社会実装に向けた課
題の把握・整理・分析
・国民の情報リテラシーの向上、情報
通信政策の普及のため、「情報通信
白書」のホームページアクセス数を
150万アクセス程度又はそれ以上とす
る。
・世界デジタルサミット来場者数を
2,000人程度又はそれ以上とする。
・「情報通信白書」のホームページア
クセス数：183万アクセス
・世界デジタルサミット来場者数：
2,419人

　　　　　　【平成27年度】

・適時適切な情報通信政策の立案・
遂行に資するためにマクロの視点か
ら実施した調査結果を分析・活用した
情報通信白書の公表
・IoT国際競争力指標の公表
・ICT産業の担い手である企業者と政
策立案者との意見交換等をグローバ
ルに実施する国際会議の開催
・IoT推進に当たって必要な官民連携
の在り方に関するニーズ及び民間の
動向把握
＜アウトプット指標＞

・国民の情報リテラシーの向上、情報
通信政策の普及のため、「情報通信
白書」のホームページアクセス数を
150万アクセス程度又はそれ以上とす
る。
・世界デジタルサミット来場者数を
2,000人程度又はそれ以上とする。
＜アウトカム指標＞

・適時適切な情報通信政策の立案・
遂行に資するためにマクロの視点か
ら実施した調査結果を分析・活用した
情報通信白書の公表
・IoT国際競争力指標の公表
・ICT産業の担い手である企業者と政
策立案者との意見交換等をグローバ
ルに実施する国際会議の開催
・総合的なICT戦略の立案に当たって
必要なIoT・ビッグデータ・AI等の課題
等の把握
＜アウトプット指標＞

・国民の情報リテラシーの向上、情報
通信政策の普及のため、「情報通信
白書」のホームページアクセス数を
150万アクセス程度又はそれ以上とす
る。
・世界デジタルサミット来場者数を
2,000人程度又はそれ以上とする。
＜アウトカム指標＞

・適時適切な情報通信政策の立案・
遂行に資するためにマクロの視点か
ら実施した調査結果を分析・活用した
情報通信白書の公表
・IoT国際競争力指標の公表
・ICT産業の担い手である企業者と政
策立案者との意見交換等をグローバ
ルに実施する国際会議の開催
・国内外のＩｏＴ推進団体の連携強化
に当たって必要な現状の把握
＜アウトプット指標＞

・国民の情報リテラシーの向上、情報
通信政策の普及のため、「情報通信
白書」のホームページアクセス数を
150万アクセス程度又はそれ以上とす
る。
・世界デジタルサミット来場者数を
2,000人程度又はそれ以上とする。
＜アウトカム指標＞

・適時適切な情報通信政策の立案・
遂行に資するためにマクロの視点か
ら実施した調査結果を分析・活用した
情報通信白書の公表
・IoT国際競争力指標の公表
・ICT産業の担い手である企業者と政
策立案者との意見交換等をグローバ
ルに実施する国際会議の開催
・国内外のＩｏＴ推進団体の連携強化
に当たって必要な現状の把握
＜アウトプット指標＞

・国民の情報リテラシーの向上、情報
通信政策の普及のため、「情報通信
白書」のホームページアクセス数を
150万アクセス程度又はそれ以上とす
る。
・世界デジタルサミット来場者数を
2,000人程度又はそれ以上とする。
＜アウトカム指標＞

　　　　　　　【平成30年度】

イ

・適時適切な情報通信政策の立案・
遂行に資するためにマクロの視点か
ら実施した調査結果を分析・活用した
情報通信白書の公表
・IoT国際競争力指標の公表
・ICT産業の担い手である企業者と政
策立案者との意見交換等をグローバ
ルに実施する国際会議の開催
・IoT推進に当たって必要な官民連携
の在り方に関するニーズ及び民間の
動向把握
・「情報通信白書」のホームページア
クセス数：130万アクセス
・世界デジタルサミット来場者数：
2,650人

・適時適切な情報通信政策の立案・
遂行に資するためにマクロの視点か
ら実施した調査結果を分析・活用した
情報通信白書の公表
・IoT国際競争力指標の公表
・ICT産業の担い手である企業者と政
策立案者との意見交換等をグローバ
ルに実施する国際会議の開催
・総合的なICT戦略の立案に当たって
必要なIoT・ビッグデータ・AI等の課題
等の把握
・「情報通信白書」のホームページア
クセス数：228万アクセス
・世界デジタルサミット来 場者数：
1,895人

・適時適切な情報通信政策の立案・
遂行に資するためにマクロの視点か
ら実施した調査結果を分析・活用した
情報通信白書の公表
・IoT国際競争力指標の公表
・ICT産業の担い手である企業者と政
策立案者との意見交換等をグローバ
ルに実施する国際会議の開催
・国内外のＩｏＴ推進団体の連携強化
に当たって必要な現状の把握
・「情報通信白書」のホームページア
クセス数：190万アクセス
・世界デジタルサミット来場者数：
2,196人

医療・介護・健康分野におけ
るICTを利活用したICTシステ
ムに関する技術仕様等の策
定、モデルの確立
　    ＜アウトプット指標＞

・医療・介護情報や健康情報、生活情
報等を総合的に連携させるプラット
フォーム（デジタル基盤）のモデルを５
件策定。
・高品質で低廉な医療を実現するた
め、在宅医療・介護分野を含む医療
機関等のクラウド等を活用した情報
連携モデルを２件策定。
・健康増進・予防に対するインセン
ティブの付与や効果的な保健事業の
実施に向けた健診データ、レセプト
データ等のビッグデータ解析・連携モ
デルを２件策定。
　　　　　　　【平成27年度】

８Ｋ技術を活用した遠隔医療のモデ
ルを構築。

クラウド型EHR高度化事業の推進に
より医療・介護連携等のモデルを構
築。

医療・介護連携に必要なデータ標準
化及びオンライン診療のモデルを構
築。

８Ｋ技術を活用した遠隔医療のモデ
ル及びモバイル端末等を活用した遠
隔医療や医療・介護連携等のモデル
を構築。
医療・介護連携に必要なデータ標準
化及びオンライン診療のモデルを構
築。
　　　　　　　　【平成30年度】

イ

８Ｋ技術を活用した遠隔医療のモデ
ルを構築した。
モバイル端末等を活用した遠隔医療
モデルを構築した。

クラウド型EHR高度化事業の推進に
より医療・介護連携等のモデルを構
築した。
医療等分野における相互接続基盤モ
デル実証事業により、2020年度に本
格稼働予定の「全国保健医療情報
ネットワーク」の構築に向けたモデル
を策定した。

2地域において実証を実施し、医療・
介護連携に必要なデータについて標
準仕様案を作成した。また、上記の医
療・介護連携モデルを含め、「全国的
な保健医療情報ネットワーク」にかか
る4つのサービスモデルを検証した。
4地域において実証を実施し、安全か
つ効果的なオンライン診療モデルを
構築した。
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「プログラミング教育の効果
的・効率的実施モデル」の確
立及び普及に向けた取組状
況
　    ＜アウトプット指標＞

プログラミング教育の現状と課題等に
関し、プログラミング教育を行う民間
事業者等に対する実施状況等のヒア
リング等を実施。
             【平成27年度】

プログラミング教育の入門的・標準的
実施モデルについて実証・検討を行
い、成果・課題等を整理し、文部科学
省等と共有するとともに、広く公開。

障害のある子供や進度の速い子供に
対するプログラミング教育の実施モデ
ルについて実証・検討を行い、成果・
課題等を整理し、文部科学省等と共
有するとともに、前年度の内容とあわ
せてガイドラインとして取りまとめ、
ポータルサイトや普及行事等で広く普
及。

地元の人材やクラウド上の教材等を
活用した、「プログラミング教育の効
果的・効率的な実施モデル」を実証の
うえ確立し、ガイドライン等に整理する
とともに、文部科学省等と連携の上、
広く普及する。
　　　　　　　【平成29年度】

イ全国11ブロックで各１件の実証プロ
ジェクトを実施し、成果・課題等を整
理。東京・広島での成果発表会や、文
部科学省・総務省・経済産業省と教
育界・産業界とで設立した「未来の学
びコンソーシアム」のサイトや教育関
係誌等で広く公開。さらに、第２次補
正予算により、全国で19件の実証プ
ロジェクトを追加選定。

標準的な実施モデル（19件）、障害の
ある子供に対する実施モデル（10件）
の実証を全国33都道府県（81校）で
実施した他、全国11箇所で成果発表
会を開催。実証の成果・課題をとりま
とめ、「未来の学びコンソーシアム」
ポータルサイトを通じて、普及を図っ
た。

14

いつでも、どこでも、端末やOS
を選ばす、多様なデジタル教
材を低コストで利用可能な「教
育クラウド・プラットフォーム」
の技術標準の確立及び普及
活動の実施
　    ＜アウトプット指標＞

実証実験を通じ、教育クラウド・プラッ
トフォームの技術標準の確立及びそ
の普及等に向けた検討を実施。
　　　　　　【平成27年度】

平成29年３月末までに教育クラウド・
プラットフォームの技術標準の確立及
び「クラウド導入ガイドブック」を策定
し、平成29年４月以降に総務省ホー
ムページ等で公表。

平成29年３月末までに教育クラウド・
プラットフォームの技術標準の確立及
び「クラウド導入ガイドブック」を策定
し、平成29年４月以降に総務省ホー
ムページ等で公表。
　　　　　　【平成28年度】

イ

平成29年６月に総務省ホームページ
で教育クラウド・プラットフォームの参
考仕様及び「教育ICTガイドブック
Ver.1」を公表。

13
ICTを活用した街づくりの普及
展開等を実施
　    ＜アウトプット指標＞

これまでのICT街づくり実証プロジェク
トにおいて得られた成果等の普及展
開に向けて、「ICTまち・ひと・しごと創
生推進事業」を18地域で実施し、平成
27年度の目標値としていたICT街づく
りの普及展開を実施。
　　　　　　【平成27年度】

これまでのICT街づくり実証プロジェク
トにおいて得られた成果等の普及展
開に向けて、「ICTまち・ひと・しごと創
生推進事業」を少なくとも５～10地域
程度で実施。

これまでのICT街づくり実証プロジェク
トにおいて得られた成果の普及展開
等を実施。

これまでのICT街づくり実証プロジェク
トにおいて得られた成果の普及展開
等を実施。 これまでのICT街づくり実証プロジェク

トにおいて得られた成果の普及展開
等を実施。
　　　　　　【令和２年度】

－

「ICTまち・ひと・しごと創生推進事業」
を23地域で実施。

「ICTスマートシティ整備推進事業」を
28地域で実施。

「ICTスマートシティ整備推進事業」を
３地域で実施。
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（1）ICTによる地球温暖化対策
に関するITU-T※（電気通信
標準化部門）の今期研究会期
（平成25年度～平成28年度）
標準化活動における勧告等
（2）ITU-Tの今期研究会期(平
成25年度～平成28年度)標準
化活動における我が国側から
の寄書提案数及び勧告又は
勧告見込件数（平成28年９月
30日追記（注）)
　    ＜アウトプット指標＞

※基準(値)は平成25年度の件
数、目標(値)は平成25年度～
平成28年度の合計件数
※ITU（国際電気通信連合）の
部門の一つで、通信分野の標
準策定を担当

（1）ITU-Tに寄書提案を行うとともに、
会合等において我が国の考え方を主
張し、各国との調整等を行うことで、
我が国の意見が勧告案に反映。
（2）寄書累計７件
※「勧告又は勧告見込件数」は、28

年度目標より目標を設定。
　　　　　　【平成25年度】

（1）勧告化に向けた標準化活動を実
施。
（2）寄書累計25件以上
　　勧告又は勧告見込計２件以上

（1）勧告化に向けた標準化活動を実
施。
（2）寄書累計25件以上
　　 勧告又は勧告見込計２件以上
　　　　　　　【平成28年度】

イ

（1）勧告化に向けた標準化活動として
ITUにおいて我が国の意見を勧告に
反映。
（2）寄書累計38件、
　　平成28年度勧告数６件

16

地域で子供・学生、社会人、
高齢者等がプログラミング等
のICTを楽しく学び合い、新し
い時代の絆を創るための仕組
み（地域ICTクラブ）を構築
　    ＜アウトプット指標＞

課外のプログラミング学習の実施モ
デルを実証し、その成果・課題をとり
まとめ、HPで公表。
             【平成29年度】

全国で地域特性を踏まえた地域ICT
クラブの実証事業を実施し、成果・課
題等を整理の上、HPで公表。

これまでの地域ICTクラブ実証プロ
ジェクトにおいて得られた成果を「未
来の学びコンソーシアム」と連携して
普及を図る。
　　　　　　　【令和元年度】

－
地域特性等にあわせた10モデルにつ
いて、全国23カ所で実証事業を実
施、成果をＨＰで公開。成果・課題を
整理して、地域ＩＣＴクラブガイドラン
（初版）を策定中。（平成31年5月中に
公開予定）
30年度実証事業において、23団体62
クラブを設置した。
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障害者・高齢者向けのICT
サービスの充実
(1)総務省「地方自治情報管理
概要」による地方公共団体の
JISへの準拠率
(2)「デジタル・ディバイド解消
に向けた技術等研究開発支
援」事業で３年以上前に終了
した案件の事業化率
　    ＜アウトカム指標＞

(1)障害者差別解消法の施行、ウェブ
アクセシビリティの規格（JIS）の改正
等を踏まえて、公的機関のウェブアク
セシビリティ向上に向けた取組の手
順等を示す「みんなの公共サイト運用
ガイドライン」及びウェブアクセシビリ
ティのチェックツール「miChecker」を
改定。
準拠率：59.0％（旧規格時）
(2)高齢者・障害者向けのICT機器・
サービスの開発・提供を実施する民
間企業等に助成を実施。
３年経過事業がないため基準値なし
(3)情報アクセシビリティに配慮した電
子書籍の規格標準化等の推進、ガイ
ドラインの策定、当ガイドラインに基づ
き作成した読み上げ対応電子書籍の
検証・評価等を実施。
　　　　　　【平成27年度】

(1)公的機関向けウェブアクセシビリ
ティ講習会を開催し、公的機関のウェ
ブアクセシビリティの取組を促進。
(2)高齢者・障害者向けのICT機器・
サービスの開発・提供を実施する民
間企業等に助成を実施。
(3)情報アクセシビリティに配慮した電
子書籍の規格標準化の推進やガイド
ラインに基づき作成した読み上げ対
応電子書籍のコスト低減に向けた検
討等を実施。

(1)公的機関のホームページの実態
調査を行い、その結果の公表等をす
ることで、公的機関のウェブアクセシ
ビリティの取組を更に促進。
(2)高齢者・障害者向けのICT機器・
サービスの開発・提供を行う民間企
業等に助成を実施（新規案件も採
択）。
(3)情報アクセシビリティに配慮した電
子書籍の規格標準化の推進や普及
促進のための仕組み作り等の実施。

(1)公的機関のホームページにおける
ウェブアクセシビリティの状況を踏ま
え、ガイドライン等の改定について検
討。
(2)高齢者・障害者向け通信・放送
サービスの一層の充実を図るため、
高齢者・障害者向けのICT機器・サー
ビスの開発・提供を行う民間企業等
に助成を実施（新規案件も採択）。 (1)公的機関のホームページ等に関

し、ウェブアクセシビリティの規格
（JIS）対応促進を実施。
(2)高齢者・障害者向け通信・放送
サービスの一層の充実を図るため、
高齢者・障害者向けのICT機器・サー
ビスの開発・提供を行う民間企業等
に助成を実施。
(3)情報アクセシビリティに配慮した電
子書籍の規格標準化の推進や普及
促進のための仕組み作り等の実施。
　　　　　　　【平成30年度】

イ

(1)全国11地域で公的機関向けウェブ
アクセシビリティ講習会を開催し、548
団体の公的機関が参加。
準拠率：54.7％
(2)「身体障害者向け通信・放送役務
の提供・開発等の推進」のために４
者、「デジタル・ディバイド解消に向け
た技術等研究開発」のために５者へ
それぞれ助成し、障害者向けICTサー
ビスに係る民間における取組を支
援。
平成24年度までの案件の事業化率：
50%
(3)情報アクセシビリティに配慮した電
子書籍の制作支援に関する調査研
究を通じて、その成果の普及を行うと
ともに、国際規格への反映に寄与。

(1)国の機関44団体、地方公共団体
1,788団体の公式ホームページの全
ページに対して、日本工業規格であ
るJIS X 8341-3：2016への準拠状況
の、評価ツール（miChecker）による調
査を実施し、３月に結果を公表。
準拠率：61.4％
(2)「身体障害者向け通信・放送役務
の提供・開発等の推進」のために５
者、「デジタル・ディバイド解消に向け
た技術等研究開発」のために３者へ
それぞれ助成し、障害者向けICTサー
ビスに係る民間における取組を支
援。
平成25年度までの事業化率：40%
(3)昨年度と同様、情報アクセシビリ
ティに配慮した電子書籍の規格につ
いて、その成果の普及促進を実施。

(1)全国８か所での公的機関向け講習
会を実施したほか、公的機関を対象
としたアンケート調査や独立行政法
人等の公式ホームページのJIS規格
対応状況調査を実施。
準拠率：66.2％
(2)「身体障害者向け通信・放送役務
の提供・開発等の推進」のために５
者、「デジタル・ディバイド解消に向け
た技術等研究開発」のために４者へ
それぞれ助成し、障害者向けICTサー
ビスに係る民間における取組を支
援。
平成26年度までの案件の事業化率：
33.3％

19

視聴覚障害者等のための放
送視聴支援事業により開発さ
れた技術を恒常的に活用する
ことを目指し、当該技術を試
験的に利用する放送事業者
数
    ＜アウトカム指標＞

０者
【平成29年度】

27者
【平成30年度】

イ

27者

33者



ICT利活
用により
社会課題
の解決を
推進する
こと

利用者の
利便性向
上や行政
事務の効
率化のた
め、これ
らの提供
を行うシ
ステムの
稼働を実
施

字幕放
送、解説
放送、手
話番組等
の普及促
進

（1）99.0％
(実績：1,060h／対象時間：1,070h)

（2）12.0％
(実績：2,381h／対象時間：19,824h)

(1) 97.4％
(実績：1,026h／対象時間：1,053h)

(2) 14.9％
(実績：2,960h／対象時間：19,866h)

21

対象の放送番組（※1）の放送
時間に占める
(1)字幕放送時間の割合
(2)解説放送（※2）時間の割合
　    ＜アウトカム指標＞

※1 ７時から24時までの間に
放送される番組のうち、
(1)字幕放送については、技術
的に字幕を付すことができな
い放送番組等を除く全ての放
送番組
(2)解説放送については、権利
処理上の理由等により解説を
付すことができない放送番組
を除く全ての放送番組

※2 視覚障害者が番組を理
解できるように、画面の内容
や場面の状況を説明する解
説音声を追加するサービス

(1) 95.7％
(2)  7.3％

【平成26年度】

20

全省庁統一参加資格審査の
ためのシステム及び、電気通
信行政情報システムの稼働率
　    ＜アウトプット指標＞

※稼働率＝（サービス提供時間-障
害停止時間）／サービス提供時間

・全省庁統一参加資格審査のための
システム
　官側：100％
　民側：99.78％
・電気通信行政情報システム
　99.99％
　　　　　　【平成27年度】

いずれも
100％

・全省庁統一参加資格審査のための
システム

　官側、民側ともに100%(8760時間
/8760時間)

・電気通信行政情報システム
100%(2673時間/2673時間)

いずれも
100％

・全省庁統一参加資格審査のための
システム

　官側、民側ともに100%(8760時間
/8760時間)

・電気通信行政情報システム
100%(2684時間/2684時間)

いずれも
100％

・全省庁統一参加資格審査のための
システム

　官側、民側ともに100%(8760時間
/8760時間)

・電気通信行政情報システム
100%(2684時間/2684時間)

ロ

(1) 96.9％
(2)  8.3％

(1) 100％
(2)  10％

【平成29年度】

いずれも
99.5％以上

【平成30年度】
イ

いずれも
99.5％以上

いずれも
99.5％以上

いずれも
99.5％以上

(1) 100％
(2)  10％



ICT利活
用により
社会課題
の解決を
推進する
こと

ICT／ＩｏＴ
の普及に
資する実
態把握と
課題解決
に向けた
調査研究

学校現場
における
データ利
活用等を
促進する
ため、必
要な標準
仕様を策
定し普及

24

教職員が利用する「校務系シ
ステム」と、児童生徒も利用す
る「授業・学習系システム」間
の、安全かつ効果的・効率的
な情報連携等（スマートスクー
ル・プラットフォーム）に係る標
準仕様（１件）
　    ＜アウトプット指標＞

実証実験を通じ、スマートスクールプ
ラットフォームの標準仕様（1件）の確
立及びその普及等に向けた検討を実
施。
　　　　　　【平成29年度】

３月末までに平成30年度における実
証実験及び標準仕様の策定に係る
進捗状況についてとりまとめ、総務省
ホームページ等において公表

23

競技会場におけるICTを利活
用した避難誘導の仕組みを構
築し、普及展開を図る
　    ＜アウトプット指標＞

競技会場におけるICTを利活用した避
難誘導の仕組みを構築し、普及展開
を図る。
　　　　　　【平成30年度】

競技会場におけるICTを利活用した避
難誘導の仕組みを構築し、普及展開
を図る。
              【平成30年度】

イ

競技会場におけるICTを利活用した避
難誘導の仕組みを構築し、普及展開
を図る

競技会場におけるICTを利活用した避
難誘導の仕組みを構築し、普及展開
を図った。
・実施した実証事業の件数：３件

ロ

利用者の多様性に基づく新たなニー
ズや、制度的・技術的課題の検証結
果を用いて、課題解決に向けたルー
ル整備等を実施。

22

ICT利活用の新たなニーズや
その制度的・技術的課題等に
関する調査研究の実施
　    ＜アウトプット指標＞

利用者の多様性に基づく新たなニー
ズへの対応、制度的・技術的課題の
検証を実施
　　　　　　【平成29年度】

平成29年度においては、VR・ARにつ
いて、サービス動向等を整理するとと
もに、地域課題の解決等に向けた活
用方策の検討を実施。

利用者の多様性に基づく新たなニー
ズや、制度的・技術的課題の検証結
果を用いて、課題解決に向けたルー
ル整備等を実施。
　　　　　　　【平成29年度】

平成31年度中にスマートスクール・プ
ラットフォームの標準仕様及びこれに
関するガイドブックを策定し、平成32
年４月以降に総務省ホームページ等
で公表及び教育委員会への普及活
動を実施。
　　　　　　　【令和２年度】

－

３月末までに平成29年度における実
証実験及び標準仕様の策定に係る
進捗状況についてとりまとめ、総務省
ホームページ等において公表

地域実証の成果を踏まえ、スマートス
クール・プラットフォームの標準仕様
の骨子及び次世代ICT環境の在り方
に関するガイドラインの骨子を策定し
た。

地域実証の結果を踏まえ、平成30年
度末にスマートスクール・プラット
フォームの標準仕様の素案及び次世
代ICT環境の在り方に関するガイドラ
インの素案等を策定した。



ICT利活
用により
社会課題
の解決を
推進する
こと

地域IoT
実装総合
支援

高齢者世
代のイン
ターネット
の利用を
促進する
こと

電子署名
及び認証
業務に係
る技術の
評価に関
する調
査・研究、
普及・啓
発

（1）電子署名及び認証業務に係る技
術調査の適切な実施。
（2）電子署名の普及啓発のために最
新情報を周知するセミナーを実施。
              【平成30年度】

イ

（1）電子署名及び認証業務に係る技
術調査の適切な実施。
（2）電子署名の普及啓発のために最
新情報を周知する100～150人規模の
セミナーを実施（１回）及び満足度の
測定（５段階中平均４以上）。

（1）電子署名及び認証業務に係る技
術調査の適切な実施。
（2）電子署名の普及啓発のために最
新情報を周知するセミナーを実施。

（1）電子署名及び認証業務に係る技
術調査の適切な実施。
（2）電子署名の普及啓発のために最
新情報を周知するセミナーを実施。

（1）電子署名及び認証業務に係る技
術調査を実施。
（2）電子署名の普及啓発のためのセ
ミナーを1回実施。

（1）電子署名及び認証業務に係る技
術調査の適切な実施。
（2）トラストサービス（※）の普及啓発
のために最新情報を周知するセミ
ナーを２回実施。

※電子署名やタイムスタンプ等

（1）電子署名及び認証業務に関する
法律における課題等の調査につい
て、技術的な観点を含めて適切に実
施。
（2）トラストサービス（※）の普及啓発
のために最新情報を周知するセミ
ナーを実施。
※電子署名やタイムスタンプ等

27

（1）電子署名及び認証業務に
係る技術的課題の分析の実
施
（2）電子署名に関する技術の
最新情報を周知するセミナー
の実施、及びその満足度
　    ＜アウトプット指標＞

（1）電子署名及び認証業務に係る技
術調査の適切な実施。
（2）電子署名の普及啓発のために最
新情報を周知するセミナーを実施。
（１回）
              【平成27年度】

(1) 80％以上
(2) 55％以上

（※いずれも平成28年度～
平成30年度の３か年平均）

【平成30年度】

ロ

(1) 80％以上
(2) 55％以上
（※いずれも28年度～30年度の３ヶ年
平均）

25

地方公共団体において生活に
身近な分野でのIoTを活用した
取組を創出した数
　    ＜アウトプット指標＞

地方公共団体において生活に身近な
分野でのIoTを活用した取組を創出し
た数
              【平成30年度】

(1) 75.4%
(2) 51.3%

26

高齢者世代のインターネット
利用率
(1) 60代のインターネット利用
率
(2) 70代のインターネット利用
率
　    ＜アウトカム指標＞

(1) 75.2％
(2) 50.2％
（平成26年通信利用動向調査）
             【平成27年度】

令和２年度末までに800の地方公共
団体において、生活に身近な分野で
のIoTを活用した取組を創出
　　　　　　　【令和２年度】

-

３月末までに「地域IoT計画策定・推進
体制構築支援事業」により10程度の
地方公共団体の地域IoT導入に向け
た計画策定を支援。また、「地域IoT実
装推進事業」により25程度の地域に
地域IoTを実装。

「地域IoT計画策定・推進体制構築支
援事業」により、７団体の計画策定を
支援。また、「地域IoT実装推進事業」
により、３０団体に地域IoTを実装。



ICT利活
用により
社会課題
の解決を
推進する
こと

スマート
フォン上
の個々の
アプリに
おける利
用者情報
の取扱い
について
アプリ開
発者以外
の第三者
が検証す
る仕組み
を確立す
るため技
術面、制
度面及び
運用面か
ら検討を
実施

訪日外国
人の方の
快適な滞
在を実現
するた
め、交通
系ICカー
ド、スマー
トフォンや
デジタル
サイネー
ジ等を活
用し、個
人の属性
に応じた
サービス
の提供を
可能とす
る共通ク
ラウド基
盤の構
築、多様
な地域に
おける
サービス
実証を実
施

29

交通系ICカード、スマートフォ
ン、デジタルサイネージ等と共
通クラウド基盤を連携・活用
し、個人の属性情報に応じた
情報提供や各種サービス連
携を実施
    　＜アウトプット指標＞

・デジタルサイネージを活用した効果
的・効率的な一斉情報配信の実現に
向けた課題の整理及び検証を行い、
デジタルサイネージの相互運用性確
保に向けた標準仕様の策定、公表を
実施。
・今後、デジタルサイネージにより想
定されるサービスとして、交通系IC
カード、スマートフォン等と共通クラウ
ド基盤を活用した個人の属性に応じ
た情報提供等の実現に向けた検討を
実施。
              【平成27年度】

平成28年冬以降、共通クラウドの構
築、５地域での実証実験を実施。

平成28年度の成果を踏まえ、共通ク
ラウド基盤を活用した、ホテルとリム
ジンバスの連携による手ぶら観光や
事業者間の連携等の複合的サービス
提供等の実証を行った。

複数の地域において、平成30年度ま
でに構築した共通クラウド基盤と連
携・活用し、各種サービス連携を実
施。
               【平成30年度】

イ

平成28年夏以降、共通クラウドの構
築、少なくとも３箇所以上の地域での
実証実験を実施。

平成28年度の成果を踏まえ、共通ク
ラウド基盤を活用した、ホテルとタク
シーの連携による行き先案内など、
複合的サービス提供等のサービス提
供分野の拡大。

複数の地域において、平成30年度ま
でに構築した共通クラウド基盤と連
携・活用し、各種サービス連携を実
施。

個々のアプリについて、利用者情報
の適切な取扱いが行われているかど
うかをアプリ開発者以外の第三者が
検証する仕組みについて、その実施
手法である「申請型」と「非申請型」に
関し、技術面、制度面及び運用面か
ら検討を行い、第三者検証の仕組み
を確立し、実運用に向けた環境を整
備。
              【平成28年度】

イ28

スマートフォン上の個々のア
プリにおける利用者情報の取
扱いについてアプリ開発者以
外の第三者が検証する仕組
みを確立
   　＜アウトプット指標＞

「申請型」に加え、アプリマーケットか
らアプリを抽出して解析を行う「非申
請型」についても実証を行い、プラポ
リ解析（※）の自動化・効率化や検証
結果の表示等について検討を実施。

（※） 利用者情報の外部への送信の
有無等を解析した後、アプリケーショ
ン提供者が公開しているプライバシー
ポリシーの記載内容との突合を行い
整合性を検証。
              【平成27年度】

個々のアプリについて、利用者情報
の適切な取扱いが行われているかど
うかをアプリ開発者以外の第三者が
検証する仕組みについて、その実施
手法である「申請型」と「非申請型」に
関し、技術面、制度面及び運用面か
ら検討を行い、第三者検証の仕組み
を確立し、実運用に向けた環境を整
備。

個々のアプリについて、利用者情報
の適切な取扱いが行われているかど
うかをアプリ開発者以外の第三者が
検証する仕組みについて、その実施
手法である「申請型」と「非申請型」に
関し、技術面、制度面及び運用面か
ら検討を行い、第三者検証の仕組み
を確立し、実運用に向けた環境を整
備。



ICT利活
用により
社会課題
の解決を
推進する
こと

マイナン
バーカー
ド（公的個
人認証
サービ
ス）利活
用推進の
ための環
境整備

地域防災
等のため
のＧ空間
情報の利
活用推進

31

地理空間情報や衛星測位を
活用した防災システム等の普
及啓発及び普及展開の実施
　    ＜アウトプット指標＞

地理空間情報や衛星測位を活用した
防災システム等の構築に関する10の
事業を採択し、全国10地域で実証を
実施。
・位置情報等の入力支援実証（５事
業）
・メディアによる災害情報の視覚化等
の実証（４事業）
・標準仕様策定に向けた実証（１事
業）
実証し開発したシステム等は、自治
体等で実用可能であることを確認。
             　【平成27年度】

Ｇ空間情報センターを介した防災シス
テム（津波、土砂災害、地下街防災）
等の紹介映像（ショーケース）の作成
による普及啓発の実施及び地理空間
情報を活用した防災システムの地方
公共団体への普及展開の実施。
                【令和２年度】

-

Ｇ空間情報センターに接続するシステ
ムの検証を実施。

Ｇ空間情報センターを介した防災シス
テム(津波、土砂災害、地下街防災）
等の紹介映像（ショーケース）の作成
による普及啓発の実施。

地理空間情報を活用した防災システ
ムの普及展開（導入支援、人材育成
等）の実施。

Ｇ空間情報センターに接続するシステ
ムの検証を実施し、接続するために
必要な規約案等の作成等を行った。

・平成28年度にＧ空間情報センターと
の接続検証を実施した防災システム
について、紹介映像（ショーケース）を
作成し、普及啓発を実施。
・地理空間情報を活用した防災システ
ムについて、５地域に導入。
・地理空間情報等を活用したシステム
について、人材の裾野を広げるため、
全国３箇所で人材育成セミナー・コン
テストを実施。

・平成30年度地域IoT実装推進事業
の支援により地理空間情報を活用し
た防災システムの導入について、5団
体に交付決定済。
・Ｇ空間情報技術に関する人材の裾
野を広げるため、全国3箇所（福井
県、兵庫県、山口県）において、ハッ
カソンとそれに先立つハンズオン講習
会を一体的に行う「Geospatial
Hackers Program」を開催し、東京に
おいて報告会として各地域における
ハッカソンの優秀者による発表及び
表彰を行った。

「個人番号カード・公的個人認証サー
ビス等利活用推進の在り方に関する
懇談会」及びこれまでの技術面等か
らの検討結果を踏まえ、公的個人認
証サービスを利活用するに当たって
の必要なルール整備等の環境整備
及び公的個人認証サービスの利活用
事例の普及促進を実施.
              【平成30年度】

イ

「個人番号カード・公的個人認証サー
ビス等利活用推進の在り方に関する
懇談会」における検討を踏まえ、公的
個人認証サービスの利活用を促進す
るため、先行導入事例の実現に向け
た技術面・運用面からの課題解決策
の検討を実施。

「個人番号カード・公的個人認証サー
ビス等利活用推進の在り方に関する
懇談会」及び技術面からの検討結果
を踏まえ、先行導入事例の実現に向
け、主として制度面からの課題解決
策の検討を実施。

「個人番号カード・公的個人認証サー
ビス等利活用推進の在り方に関する
懇談会」及びこれまでの技術面等か
らの検討結果を踏まえ、公的個人認
証サービスを利活用するに当たって
の必要なルール整備等の環境整備
及び公的個人認証サービスの利活用
事例の普及促進を実施。

「個人番号カード・公的個人認証サー
ビス等利活用推進の在り方に関する
懇談会」における検討を踏まえ、公的
個人認証サービスの利活用を促進す
るため、先行導入事例の実現に向け
た技術面・運用面からの課題解決策
の検討を実施するとともに、マイナン
バーカードの利便性を高めるための
取組について、平成29年３月「マイナ
ンバーカード利活用推進ロードマッ
プ」を策定・公表。

「個人番号カード・公的個人認証サー
ビス等利活用推進の在り方に関する
懇談会」及び技術面からの検討結果
を踏まえ、先行導入事例の実現に向
け、運用面、制度面からの課題解決
策の検討を実施するとともに、「マイ
ナンバーカード利活用推進ロードマッ
プ」を踏まえ、マイナンバーカード等の
利用範囲を拡大し、マイナンバーカー
ドの利便性を高めるための取組を推
進。

「個人番号カード・公的個人認証サー
ビス等利活用推進の在り方に関する
懇談会」及びこれまでの技術面等か
らの検討結果を踏まえ、公的個人認
証サービスの利活用事例の普及促進
を実施するとともに、「マイナンバー
カード利活用推進ロードマップ」等を
踏まえた行政や民間サービスにおけ
るマイナンバーカードの更なる利活用
拡大に向けた検証を実施し、実運用
に向けた環境構築を推進した。

30

マイナンバーカード（公的個人
認証サービス）の官民におけ
る利活用推進のための取組
の実施
　  ＜アウトプット指標＞

・実証事業を通じて、マイナンバー
カード（公的個人認証サービス）の先
行導入事例の検討を行うとともに、当
該事例の実現に向け、技術課題の検
証及びルール化すべき項目等実現す
べき課題の整理を実施。
・「個人番号カード・公的個人認証
サービス利活用推進の在り方に関す
る懇談会」において、実証実験を通じ
て課題検討を行い、先行導入の実現
に向けた目標を設定。
               【平成27年度】



Ｌアラート
により、
災害時に
必要とな
る情報が
住民に迅
速かつ確
実に届く
環境を整
備

IoT時代
のネット
ワークを
支える人
材の育成

情報信託
機能等を
用いた
データ利
活用の促
進

ICT利活
用により
社会課題
の解決を
推進する
こと

32
Ｌアラートを運用している都道
府県の割合
　    ＜アウトカム指標＞

74％
（35都道府県）
【平成27年度】

情報信託機能等を活用したデータ利
活用モデルケースを６件創出

34

情報信託機能等を用いてデー
タ利活用を行うに当たり必要
なルールの整備
　    ＜アウトプット指標＞

情報信託機能等の認定基準を策定、
当該基準の妥当性検証及び詳細化
のための実証事業を実施。
              【平成30年度】

情報信託機能等を活用した認定基準
の妥当性検証及び詳細化を実施。情
報信託機能等を活用したデータ利活
用モデルケースを創出
                【令和元年度】

－

情報信託機能等を活用したデータ利
活用モデルケースを４件創出

33

IoT時代のネットワークを運
用・管理する人材の育成を実
施し、技術者を輩出する。
　    ＜アウトカム目標＞

IoT時代のネットワークを運用・管理す
るスキルを認定された技術者等の人
数：０人
              【平成29年度】

87％
（41都道府県）

96％
（45都道府県）

98％
（46都道府県）

IoT時代のネットワークを運用・管理す
るスキルを認定された技術者等の人
数：120人
               【令和元年度】

－

IoT時代のネットワークを運用・管理す
るスキルを認定された技術者等の人
数：60人

IoT時代のネットワークを運用・管理す
るスキルを認定された技術者等の人
数：29人

100％
（47都道府県）
【平成30年度】

ロ

87％
（41都道府県）

96％
（45都道府県）

100％
（47都道府県）



評
価
結
果

（判断根拠）

政策の分析
（達成・未達成
に関する要因
分析）

目標達成度合
いの測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

測定指標1～4、12、19及び21は達成すべき目標に照らし、いずれも主要なものであると考えている。これら主要な測定指標のうち1～4,12、19及び21については目標を達成した。一部の測定指標については、目標
期限未到来、目標未達があったものの、おおむね施策目標に対して目標達成することが出来たといえる。したがって、本政策は「相当程度進展あり」と判断した。

＜施策目標＞ＩＣＴによる新たな産業・市場を創出すること
本施策目標については、民間においても積極的な取組が行われるよう本政策が適切に実施されたことにより、国内生産額に占めるICT産業の割合が全産業中最大規模を維持されたほか、分野を超えたデータの流通・連携・利活用を効果的
に行うためのオープンデータ基盤の実現に向けた２次利用ルールや技術仕様の策定などの取組、また、日本コンテンツの海外における効果的な放送に向けた取組等を通じて、新たな産業・市場を創出するための環境整備を図り、ICTによる
新たな産業・市場の創出に寄与した。一部の測定指標については、目標期限未到来、目標未達があったものの、おおむね目標達成することが出来たといえる。

・測定指標１については、情報通信技術（ICT）は、あらゆる領域に活用される万能ツールとして、経済再生や社会的課題の解決に大きく貢献するものであり、民間においても積極的な取組が行われるよう、本政策が適切に実施されたこと等
により国内生産額に占めるICT産業は、順調に推移しており、目標を達成することができた。
・測定指標２、３については、IoTサービスの創出・展開に当たっては、克服すべき課題の解決に資する参照モデルの構築及び必要なルールの明確化等が重要であるところ、実証事業等を通じ、IoTサービスの創出・展開に当たって克服すべ
き課題の解決に資する参照モデルを48件構築し、必要なルール（法律、条例、ガイドライン、規格等）の明確化等の取組を78件行ったため、目標達成することが出来た。
・測定指標４については、4K放送、8K放送ともに、関係事業者・団体と連携・協力して周知広報等を行ったことにより、平成30年12月にBS、110度CSにおいて実用放送を開始することができたため、目標を達成。
・測定指標５については、目標に向けて着実に進捗している。
・測定指標６については、国・地方公共団体・公益事業者等が保有するデータの利活用促進に向けて、実証事業等を通じ、情報流通連携基盤等を活用したオープンデータ・ビッグデータの利活用に係る技術仕様を２件以上確立し、当該技術
仕様に沿ったデータ利活用モデルを２件以上確立しており、目標を達成することができた。
・測定指標７については、オープンデータリーダ育成研修後のアンケートの結果、今後公開を予定しているという団体が大半を占めたものの、研修後すぐにオープンデータに取り組むことのできる団体が当初の想定より少なく、目標未達と
なった。

＜ICT利活用により社会課題の解決を推進すること＞
本施策目標については、「全国的な保健医療情報ネットワーク」にかかる4つのサービスモデルを検証・4地域において実証を実施し、安全かつ効果的なオンライン診療モデルを構築されたほか、字幕が付与されていない放送番組に対して、
放送番組と連動してスマートフォンやタブレット上で字幕を表示させるために開発された技術が33者の放送事業者により試験的に利用されたこと、また、対象となる放送番組の放送時間に占める字幕放送時間の割合や解説放送時間の割合
について、総務省の策定した「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」に即して、関係放送事業者が、平成29年度までの拡充計画を定め、当該計画に基づく番組制作体制の整備等自主的な取組を通じて、目標を達成したことなどにより、
ICT利活用により社会課題の解決を推進した。一部の測定指標については、目標期限未到来、目標未達があったものの、おおむね目標達成することが出来たといえる。

・測定指標10について、地方公共団体をフィールドとし実証システムの設計・構築を行い、具体的なユースケースを想定して検証を実施。多様なクラウド活用を可能とする情報連携に係る技術仕様を策定したことにより、目標を達成することが
できた。
・測定指標11について、適時適切な情報通信政策の立案・遂行に資するためにマクロの視点から実施した調査結果を分析・活用した情報通信白書の公表、IoT国際競争力指標の公表、ICT産業の担い手である企業者と政策立案者との意見
交換等をグローバルに実施する国際会議の開催、国内外のＩｏＴ推進団体の連携強化に当たって必要な現状の把握をすることができたため、目標を達成。
・測定指標12について、医療・介護連携に必要なデータについて標準仕様案を作成した。また、上記の医療・介護連携モデルを含め、「全国的な保健医療情報ネットワーク」にかかる4つのサービスモデルを検証・4地域において実証を実施
し、安全かつ効果的なオンライン診療モデルを構築した。
・測定指標14について、平成29年３月末までに教育クラウド・プラットフォームの技術標準の確立及び「クラウド導入ガイドブック」を策定し、平成29年４月以降に総務省ホームページ等で公表し、目標を達成した。
・測定指標15について、標準的な実施モデル・障害のある子供を対象とするモデル等の実施モデルを実証。実証の成果・課題を未来の学びコンソーシアムのポータルサイトに掲載し、普及展開を図った。
・測定指標17について、ICTによる地球温暖化対策に関するITU-T（電気通信標準化部門）での標準化活動において、累計38件（平成25年～28年）の寄書提出、６件（平成28年度）の勧告化を行い、目標を達成することができた。
・測定指標19について、字幕が付与されていない放送番組に対して、放送番組と連動してスマートフォンやタブレット上で字幕を表示させるために開発された技術が33者の放送事業者により試験的に利用され、目標を達成することができた。
・測定指標21について、対象となる放送番組の放送時間に占める字幕放送時間の割合や解説放送時間の割合については、総務省の策定した「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」に即して、関係放送事業者が、平成29年度までの拡
充計画を定め、当該計画に基づく番組制作体制の整備等自主的な取組により、おおむね目標を達成することができた。
・測定指標22について、VR・ARを活用したサービス・コンテンツの市場の現状や競争力強化策を調査・検討し、今後解決すべき課題と解決の方向性を整理した。
・測定指標23について、競技会場におけるICTを利活用した避難誘導の仕組みを構築することができた。本事業により実証された避難誘導の仕組みを東京オリンピック・パラリンピック大会の競技会場で活用されるよう関係機関に働きかけて
いる。
・測定指標26について、指標を達成しなかったが、当該期間におけるインターネット利用率は高齢者に限らず全体的に横ばい状態であり、頭打ち状態にあると推定している。しかしながら、高齢者世代において他世代に比較して低めであるこ
とは事実であり、今後は、高齢世代全体への働きかけではなく、高齢者一人一人がICTについて相談できるような仕組みを構築することにより、ICTリテラシー・インターネット利用率を向上させることに取り組んでいく。
・測定指標27について、電子署名及び認証業務に関する法律上の課題に関して技術的観点を踏まえた調査を実施しているほか、電子署名をはじめとするトラストサービスに係る現状と課題の共有を目的としたワークショップを一回開催して
いることから、目標を達成することができた。
・測定指標28について、第三者検証の仕組みの確立に向け、申請型等モデルを構築し、申請受付から結果回答までの自動化が実現。これを踏まえ、「スマートフォン　プライバシー　イニシアティブⅢ」にこれまでの検討内容を取りまとめ・公
表。
・測定指標29について、平成30年度に関係事業者が本事業で構築した共通クラウド基盤と連携・活用して各種サービス連携を実施しており、目標は達成されたといえる。
・測定指標30について、公的個人認証サービスの利活用事例の普及促進を実施するとともに、「マイナンバーカード利活用推進ロードマップ」等を踏まえ、行政や民間サービスにおけるマイナンバーカードの更なる利活用拡大に向けた検証を
実施し、実運用に向けた環境構築を推進した。
・測定指標32については、当初の年度目標に対し福岡県のＬアラート運用開始が平成31年4月1日となったことから、未達となったもの。

（※４）（※４）



※２　「年度ごとの実績（値）又は施策の進捗状況（実績）」欄のかっこ書きの年度は、その測定指標の直近の実績（値）の年度を示している。

※５　表中の「新経済・財政再生計画　改革工程表」とは、「新経済・財政再生計画　改革工程表2018」（平成30年12月20日経済財政諮問会議決定）であり、「KPI」は、進捗管理や測定に必要となる主な指標（Key Performance Indicator）のことである。

↑
測定指標欄等に「新経済・財政再生　改革工程表」に関する記載をする場合は※５として表示させる

＜施策目標＞ICTによる新たな産業・市場を創出すること
・測定指標１については、引き続き本施策を適切に実施し、国内生産額に占めるICT産業の市場規模が全産業中最大規模であることを維持する。
・測定指標２，４及び６については、目標年度を迎えたことから、次期事前分析表の測定指標から削除する。
・測定指標３については、施策目標との関係が見えづらく、施策目標の達成度合いを測るための指標に馴染むものではないと考えられるため、次期事前分析表の測定指標から削除し、今後は行政事業レビューシートにおいて、削除した指標
に紐付く個別事業の進捗を測ることとする。
・測定指標７及び８については、今後３年間の目標設定が困難であり、目標年度における目標達成が見込まれるため、次期事前分析表の測定指標から削除する。

＜ICT利活用により社会課題の解決を推進すること＞
・測定指標32については、目標を概ね達成することができたため、次期の測定指標については未来投資戦略2018（平成20年６月15日閣議決定）を踏まえ、Lアラート高度化システムが整備された都道府県数を新たに目標として設定する。
・測定指標10，11，14，15，17，19，21，22，23，26，27，28，29及び30については、目標年度を迎えたことから、次期事前分析表の測定指標から削除する。
・測定指標12，13，18(1)及び20については、施策目標との関係が見えづらく、施策目標の達成度合いを測るための指標に馴染むものではないと考えられるため、次期事前分析表の測定指標から削除し、今後は行政事業レビューシートにお
いて、削除した指標に紐付く個別事業の進捗を測ることとする。
・測定指標16，24，25，31，33及び34については、今後３年間の目標設定が困難であり、目標年度における目標達成が見込まれるため、次期事前分析表の測定指標から削除する。

情報流通行政局　情報流通振興課長　吉田　正彦

※１　政策とは、「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」（平成25年12月20日政策評価各府省連絡会議了承）に基づく別紙２の様式における施策に該当するものである。

※３　凡例「イ」：目標達成、「ロ」：目標未達成であるが目標（値）に近い実績を示した、「ハ」：目標未達成であり目標（値）に近い実績を示していない、「－」：目標期間が終了していない。

※４　測定指標における目標の達成状況を示している。

学識経験を有する者
の知見等の活用

政策評価を行う過程
において使用した資
料、データその他の
情報

担当部局課室名 政策評価実施時期 令和元年８月

次期目標等へ
の反映の方向

性

評
価
結
果

税制、法令、組織、定員
等への主な反映内容

平成32年度予算概算要
求への主な反映内容

（平成32年度予算概算要求に向けた考え方）

Ⅰ　　予算の拡大・拡充

・ICTスマートシティ整備推進事業については、内閣府、経済産業省、国土交通省とともに設立した「スマートシティ官民連携プラットフォーム」の枠組みも活用して「データ利活用型スマートシティ」の構築を関係府省と
一体となって推進することとしているため、予算の増額要求を行う。
・ブロックチェーン利活用推進事業については、目標年度における目標達成が見込まれるため、予算要求を行わないこととする。

－

情報通信審議会において、新たなデータ流通環境を担うための基本的事項として、5G等によるSociety5.0の地域実装、グローバル競争のための基盤整備、安心・安全の確保、スマートな行政・暮らし、人づくり・働き方改革、防災・減災等につ
いてのルール整備や予算プロジェクト等の取組について御議論いただき、今後の課題と取組の方向性の把握に活用した。

・未来投資戦略（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/）
・世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/decision.html）

情報流通行政局　情報流通振興課　等 作成責任者名


